
 

（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 宮城県大郷町平成29年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

8,235

8,180

82.01

5,102,471

4,747,105

287,805

2,903,241

4,431,018

人(H30.1.1現在)

人(H30.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

9.8

11.1

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H25  Ⅱ－２ H26  Ⅱ－２ H27  Ⅱ－２

H28  Ⅱ－２ H29  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
40/67

全国平均
72,973

宮城県平均
89,712

(円)

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

66,026

212,165

117,391115,876114,146110,200107,860

H29H28H27H26H25

102,489
101,355101,74697,95098,213

物件費

類似団体内順位
55/67

全国平均
57,742

宮城県平均
64,663

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

57,851

308,715

122,490116,959106,229107,51194,550

H29H28H27H26H25

80,316

79,38881,01176,33565,938

維持補修費

類似団体内順位
28/67

全国平均
5,503

宮城県平均
8,576

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

62

49,666

9,459
9,336

8,0707,7677,188

H29H28H27H26H25

8,961
7,940

10,6809,9168,385

扶助費

類似団体内順位
28/67

全国平均
103,128

宮城県平均
83,049

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

35,800

123,410

67,84067,037
60,49157,806

53,368

H29H28H27H26H25

66,510

61,837
54,41553,93251,111

補助費等

類似団体内順位
37/67

全国平均
40,162

宮城県平均
56,400

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

34,170

488,731

116,258110,105103,85691,15385,684

H29H28H27H26H25

90,000
79,53684,55764,91459,741

普通建設事業費

類似団体内順位
30/67

全国平均
59,467

宮城県平均
141,846

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

11,893

665,751

116,162
119,882109,920119,685119,674

H29H28H27H26H25

86,483
100,24273,55149,029

86,352

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
25/67

全国平均
17,554

宮城県平均
90,250

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

0

408,957

42,075

43,030

54,42753,940

H29H28H27H26H25

29,293

53,972

6,5230

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
36/67

全国平均
29,120

宮城県平均
26,918

(円)

0

100,000

200,000

300,000

9,442

227,882

58,859
60,670

43,505

48,970

H29H28H27H26H25

42,177
40,384

66,141

48,561

災害復旧事業費

類似団体内順位
28/67

全国平均
2,323

宮城県平均
20,766

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

0

105,855

10,871

12,8879,65112,2679,189

H29H28H27H26H25

3,306

15,800
26,361

20,143

90,315

失業対策事業費

類似団体内順位
1/67

全国平均
0

宮城県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H29H28H27H26H25

0
0000

公債費

類似団体内順位
37/67

全国平均
43,047

宮城県平均
48,015

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

12,414

236,512

75,17971,93767,58271,12773,420

H29H28H27H26H25

52,008
52,10451,66848,52347,967

積立金

類似団体内順位
54/67

全国平均
13,795

宮城県平均
45,995

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

186

712,501

54,442
49,55446,099

102,059
40,927

H29H28H27H26H25

9,576

7,94714,7918,69413,314

投資及び出資金

類似団体内順位
5/67

全国平均
1,674

宮城県平均
4,262

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

32,491

1,695
1,0229021,1101,587

H29H28H27H26H25

4,7244,2223,8413,5543,304

貸付金

類似団体内順位
23/67

全国平均
9,056

宮城県平均
10,426

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

27,192

2,313
2,5782,2752,905

2,944

H29H28H27H26H25

1,435
1,5542,0721,943

3,656

繰出金

類似団体内順位
33/67

全国平均
40,626

宮城県平均
51,349

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

33,765

154,792

73,484
74,666

73,75470,170

67,897

H29H28H27H26H25

70,646
73,695

78,222
72,569

65,222

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/67

全国平均
2

宮城県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H29H28H27H26H25

0
0000

性質別歳出の分析欄

歳出決算総額は、住民一人当たり576,454円となり、前年度比で9,165円減（1.6％）となった。人件費については、住民一人当たり102,489円となっており、平成２５年度と比較すると4,276円（7.0％）、前年度からは1,134円（1.1％）増加しているが、ここ数年は1,000円前後の増減となっており高止まり傾向にある。類似団体

と比較すると平成２９年度で14,902円下回っており、低い水準にある。

補助費等については、住民一人当たり90,000円となっており、平成２５年度と比較すると30,259円（50.7％）、前年度比でも10,464円（13.2％）の増加となっている。一部事務組合負担金の増減が推移に大きく影響しており、今後も同様の傾向が続くと考えられる。

普通建設事業費については、住民一人当たり86,483円となっており、平成２５年度と比較すると131円（0.2％）増加している。前年度比では児童館建設が平成２８年度に完了したことなどにより13,759円減となった。公共施設等管理計画に基づき、事業の取捨選択を徹底していくことで、事業費の減少を目指すこととして

いる。

扶助費については、住民一人当たり66,510円となっており、類似団体と比較して1,330円下回っているものの、平成２５年度と比較すると15,399円（30.1％）、前年度比で4,673円（7.6％）増加となっている。障がい者自立支援費、障がい児通所給付費、保育事業委託等の増によるものと考えられる。
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